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１．推進計画の趣旨
　斑鳩町は、次世代を担うこどもたちのため、そして未来の地球環境、未来の斑鳩のため、ごみを燃やさない、埋め立てない「ゼロ・ウェイスト」のまちをめざして、さまざまな取り組みを積極的に推進することとし、このことを町の決意宣言として、広く公表する「斑鳩町ゼロ・ウェイスト宣言」を、平成２９年５月８日に制定しました。
　日本では、平成１５年９月に徳島県上勝町ではじめて、「ゼロ・ウェイスト宣言」を行い、政策として取り入れられ、ついで、福岡県大木町、熊本県水俣市で相次いで「ゼロ・ウェイスト宣言」を制定されており、斑鳩町においても、全国の自治体で４番目となる「ゼロ・ウェイスト宣言」制定のまちとなったところです。
　斑鳩町ゼロ・ウェイスト宣言は、決意表明の宣言文である「斑鳩まほろば宣言」と、その行動内容を示す「斑鳩まほろば行動宣言」により構成されており、宣言では、決意表明として３つの目標を掲げ、平成３９年度（２０２７年度）までにごみを燃やさない、埋め立てない町をめざすこととしており、行動宣言では、目標達成に向けて、具体的に７つの項目について推進していくことを宣言しています。
　この宣言内容に基づき、今後、ごみゼロのまち斑鳩の実現に向けた様々な取り組みを進めていくこととなりますが、その具体的な取り組み、事業内容等の計画として、「斑鳩まほろば宣言・推進計画」を策定し、本計画に沿って、総合的、計画的に、ごみ減量化・資源化施策、ごみゼロのまちづくりを推進していくものとします。

２．推進計画の方針・期間
　本推進計画は、「斑鳩まほろば行動宣言」の７つの項目に基づき、具体的な取組み、事業内容等を示し、実施時期として、短期（平成30～32年度）、中期（平成33～35年度）、長期（平成36～39年度）の３段階に分け、平成３９年度までの推進計画を策定するものとします。

３．推進計画の目標
　本推進計画の実施に伴う目標数値等については、斑鳩町一般廃棄物処理基本計画（平成２８年度～平成３２年度）のとおりとし、平成３３年度以降については、次期斑鳩町一般廃棄物処理基本計画策定時に設定するものとし、平成３９年度までにごみゼロのまち斑鳩の実現をめざすものとします。
＜現状、目標数値(抜粋)及び目標年度(39年度)の想定値(概算)＞
	
	平成28年度(現状)
	平成32年度(目標)
	平成39年度(想定)

	一人１日あたりのごみ排出量
	７４６ｇ
	７４２ｇ
	６２７ｇ

	資源化率
	５４．９％
	６９％
	９９．６％




４．斑鳩まほろば宣言・推進計画
[bookmark: _GoBack]（斜体下線…一般廃棄物処理計画掲載・関連事業）
（１）次世代を担うこどもたちへの教育の充実
　　次世代を担うこどもたちが限りある資源を大切にする「もったいないの心」を育む教育を充実させます。

【個別事業例】
（短期）
○こどもごみ分別博士養成講座の開催、充実

○ごみのゆくえ探検ツアーの開催、充実
　
○保育園・幼稚園・小中学校と連携した環境教育の実施
　　（ごみゼロ・３Ｒについての教室・授業や講話などの実施）

　（中期）
○（新規）小中学生らによるごみゼロのまち斑鳩の実現に向けた取組計画などの策定、発表
　
○（新規）ゼロ・ウェイスト便覧など、教育用資料の作成
（小中学生に対するごみ減量化・資源化に関する啓発資料の配布）

























（２）２Ｒの推進によるごみを発生させない仕組みづくり
　　　２Ｒ（リデュース＜ごみを出さない・発生抑制＞、リユース＜繰り返し使う・再使用＞）を推進し、ごみを発生させない仕組みづくりに努めます。

【個別事業例】
（短期）
　○ありがとうき（陶器）市をはじめとする各種リユース市の開催

○（新規）リユース拠点の設置（リユースステーションなど）

○事業所訪問による周知啓発、指導

○イベント時でのリユース食器使用の推進

○リペアの推進、充実（おもちゃ病院の開催など）
　
（中期）
○（新規）リユース食器貸出制度の検討

○（新規）リユース品巡回回収制度の検討
























（３）生ごみ全量資源化及び新たな資源化の推進
生ごみ全量資源化に向けた取り組みを推進し、紙おむつの資源化など新たな取り組みの実現に向けて最大限の努力をします。

【個別事業例】
（短期）
　○生ごみ分別収集モデル事業の推進
　　　　
○生ごみ自家処理の推進

○完熟堆肥「斑鳩の環」の利活用・普及の推進

○（新規）紙おむつ資源化の研究

（中期～長期）
　○（新規）生ごみ分別収集の町全域実施

○（新規）紙おむつ資源化の実施

　○（新規）不燃ごみに含まれる革製品、布団などの資源化の検討


















（４）ごみ処理費用の削減
収集体制や処理方法の見直しにより、ごみ処理経費のさらなる削減に努めます。

【個別事業例】
（短期～中期）
○効率的なごみ収集体制の検討、ごみ収集委託化の推進

○資源物選別作業の充実（不燃ごみ・粗大ごみなどからの選別）

○（新規）ごみ分別体験ステーションの拡充

○（新規）処理方法の見直しなどによるごみ処理費用の削減に伴う、住民負担の緩和（ごみ処理手数料の値下げ、指定袋の簡素化など）

（中期～長期）
○（新規）より効率的なごみ分別、処理方法の検討（分別項目の簡素化、新たな資源化処理方法の調査研究）




（５）町ぐるみによる取り組みの推進
ごみを燃やさない、埋め立てないまち「ゼロ・ウェイスト」の実現のため、住民、事業者、行政が一体となった取り組みを推進します。
また、関心の低い人などへの周知啓発を行い、意識の向上を図ります。さらに、高齢者や子育て世帯などにも配慮した取り組みを推進します。
【個別事業例】
（短期）
　○ゼロ・ウェイスト周知イベントの開催

　○環境問題学習会やエコ料理教室など、周知啓発事業の実施

　○町内各種イベントでのゼロ・ウェイスト周知啓発

　○食品ロスの削減に向けた住民・事業者への周知啓発の推進

　○安心サポートごみ収集の充実

　○（新規）食品ロス削減認定事業所制度の創設、認定

（中期）
○（新規）ゼロ・ウェイスト推進員の育成、推進事業所の認定

　○（新規）高齢者など分別困難世帯への支援
　　（分別支援隊など分別・ごみ出し担い手の育成）

○（新規）紙おむつ専用袋交付の充実
（追加交付の実施、里帰り出産など交付対象の拡大など）

　○（新規）環境マイレージ（エコポイント制度）の導入

　○（新規）フードバンク・フードドライブ事業の実施
（家庭などで不要となった食品を回収し、子ども食堂や児童・老人福祉施設などに提供）
　
○（新規）ストックごみ排出支援制度（空家・遺品整理等ごみ対策）の検討




（６）ごみの発生抑制やポイ捨て、不法投棄の防止につながる法制度の整備などに向けた働きかけの推進
拡大生産者責任の徹底や容器包装のデポジット制度導入など、ごみの発生抑制やポイ捨て、不法投棄の防止につながる法制度の整備や取り組みの推進を国・関係機関、事業者などに働きかけます。

【個別事業例】
（短期～中期）
○（新規）他のゼロ・ウェイスト宣言自治体との連携による、法制度整備に向けた研究、取組みなどの実施

○（新規）各種協議会や地球環境を考える自治体サミットなどでの、法制度整備や取組みなどの情報提供

（中期～長期）
○（新規）事業者などへの法制度整備や取組みなどの周知啓発、情報
提供

（７）ゼロ・ウェイストの輪をひろげる取り組みの推進
　　　ごみを燃やさない、埋め立てないまち「ゼロ・ウェイスト」の輪を、県内外の他自治体にひろげるとともに、観光客へのＰＲ、発信などにより、多くの人に「ゼロ・ウェイスト」の考え方を周知し、ひろげます。

【個別事業例】
（短期）
○（新規）各種協議会や担当者会議、イベントなどでの情報発信

（中期）
○（新規）観光客への周知・啓発（パンフレットの作成・配布）

（長期）
○（新規）県内外の他自治体などに対するゼロ・ウェイスト研修（講演会など）の実施




